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１．人口

1



75歳以上の高齢者数の急速な増加
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人口ピーク（2004年）
12,779万人
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1,529
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11.9%

平成24年推計値（日本の将来人口推計）実績値（国勢調査）

11.1%

（資料）総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）出生中位（死亡中位）推計
2010年の値は総務省統計局「平成22年国勢調査による基準人口」（国籍・年齢「不詳人口」を按分補正した人口）による。
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高齢者数のピーク
3,878万人（2042年）
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3出典：社会保障人口問題研究所将来人口推計及び介護給付費実態調査（平成24年11月審査分）

年齢階層別の要介護（要支援）認定率（推計）

○ 要介護（支援）認定率は、年齢とともに上昇し、８５歳～８９歳では約半数が認定を受けている。
○ 一方で、一号被保険者全体で認定を受けている率は、約１８％程度である。

3%
6% 14%

29%

50%

71%

84%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

65～69 70～74 75～79 80～84 85～89 90～94 95歳以上

１８％



都道府県別の高齢者（75歳以上）人口の推移

2010年時点の

高齢者人口（万人）

2025年時点の

高齢者人口（万人）

増加数

（万人）
増加率 順位

東京都 123.4 197.7 74.3 +60% １

神奈川県 79.4 148.5 69.2 +87% ２

大阪府 84.3 152.8 68.5 +81% ３

埼玉県 58.9 117.7 58.8 +100% ４

千葉県 56.3 108.2 52.0 +92% ５

愛知県 66.0 116.6 50.6 +77% ６

佐賀県 11.4 14.3 2.9 +26% ４３

高知県 12.2 14.9 2.7 +22% ４４

山形県 18.1 20.7 2.6 +14% ４５

鳥取県 8.6 10.5 1.9 +22% ４６

島根県 11.9 13.7 1.8 +15% ４７

全国 1,419.4 2,178.6 759.2 +53%
【資料】２０１０年高齢者人口：「平成２２年国勢調査」（総務省統計局）

２０２５年高齢者人口：｢日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）｣（国立社会保障・人口問題研究所）
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2010年時点の

高齢者人口（万人）

2025年時点の

高齢者人口（万人）

増加数

（万人）
増加率 順位

東京都 267.9 332.2 64.3 +24% １

神奈川県 183.0 244.8 61.8 +34% ２

埼玉県 147.0 198.2 51.2 +35% ３

大阪府 198.5 245.7 47.2 +24% ４

千葉県 133.9 179.8 45.8 +34% ５

愛知県 150.6 194.3 43.7 +29% ６

秋田県 32.1 35.3 3.2 +10% ４３

和歌山県 27.4 30.3 2.9 +10% ４４

鳥取県 15.5 17.9 2.4 +15% ４５

高知県 22.0 24.2 2.1 +10% ４６

島根県 20.9 22.6 1.8 +8% ４７

全国 2,948.4 3,657.3 709.0 +24%

【資料】２０１０年高齢者人口：「平成２２年国勢調査」（総務省統計局）
２０２５年高齢者人口：｢日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）｣（国立社会保障・人口問題研究所）

都道府県別の高齢者（65歳以上）人口の推移
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都道府県別生産年齢人口(15～64歳)
／高齢者（75歳以上）人口比率の推移

2010年時点の

比率①

2025年時点の

比率②

変化率

②/①
順位

埼玉県 8.1 3.6 45% １

千葉県 7.2 3.3 45% ２

大阪府 6.8 3.3 49% ３

神奈川県 7.6 3.8 49% ４

奈良県 5.7 2.9 51% ５

（愛知県） 7.3 3.9 53% （８）

（東京都） 7.3 4.3 59% （２１）

佐賀県 4.6 3.0 66% ４３

熊本県 4.3 2.8 66% ４４

山形県 3.9 2.6 68% ４５

島根県 3.5 2.4 68% ４６

鹿児島県 4.0 2.8 69% ４７

全国 5.8 3.3 56%
【資料】２０１０年高齢者人口：「平成２２年国勢調査」（総務省統計局）

２０２５年高齢者人口：｢日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）｣（国立社会保障・人口問題研究所） 6



【資料】２０１０年高齢者人口：「平成２２年国勢調査」（総務省統計局）
２０２５年高齢者人口：｢日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）｣（国立社会保障・人口問題研究所）

2010年時点の

比率①

2025年時点の

比率②

変化率

②/①
順位

北海道 2.6 1.6 63% １

青森県 2.4 1.5 64% ２

栃木県 2.9 1.9 64% ３

沖縄県 3.7 2.4 64% ４

福島県 2.4 1.6 65% ５

（大阪府） 2.9 2.1 71% （３９）

（愛知県） 3.2 2.3 72% （４１）

島根県 2.0 1.4 72% ４３

三重県 2.6 1.9 74% ４４

長野県 2.3 1.7 74% ４５

岡山県 2.4 1.8 75% ４６

東京都 3.4 2.6 77% ４７

全国 2.8 1.9 70%

都道府県別生産年齢人口(15～64歳)
／高齢者（65歳以上）人口比率の推移
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資料：「日本の地域別将来推計人口（平成２５年３月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

（万人）

※都市部6都府県・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府。 8

都道府県別 高齢者人口及び現役世代人口の増減（２０１０年～２０２５年）

○ 2010年から2025年の都市部6都府県（埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪）の
75歳以上高齢者人口の増加数は、約373.4万人。

○ 同期間の都市部6都府県の15歳から64歳人口は、約295.1万人の減少。
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資料：「国勢調査」（総務省）

（万人）

※都市部6都府県・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府。

○ 1995年から2010年の都市部6都府県（埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪）の
75歳以上高齢者人口の増加数は、約253.7万人。

○ 同期間の都市部6都府県の15歳から64歳人口は、約99万人の減少。
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都道府県別 高齢者人口及び現役世代人口の増減（１９９５年～２０１０年）



2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

一般世帯 4,906 5,184 5,290 5,305 5,244 5,123

世帯主が75歳以上
の世帯

554 731 882 1,023 1,187 1,221

単独世帯

（比率）
197

35.5%
269

36.8%
326

37.0%
382

37.3%
447

37.7%
473

38.7%

夫婦のみ世帯

（比率）
171

30.8%
225

30.8%
275

31.2%
321

31.4%
370

31.2%
373

30.5%

（注）単独世帯・夫婦のみ世帯に付記してある比率は、「世帯主が75歳以上の世帯」に占める割合

（出典）日本の世帯数の将来推計(全国推計) 2013年１月推計 〔国立社会保障・人口問題研究所〕

※2010年国勢調査に調整を加えて行った推計値。

（万世帯）

10

高齢者の世帯形態の推移と将来推計（75歳以上）

○ 今後、単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加することが予想されている。



○ 今後、単身や夫婦のみの高齢者世帯が増加することが予想されている。

2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年

一般世帯 4,906 5,184 5,290 5,305 5,244 5,123

世帯主が65歳以上
の世帯

1,355 1,620 1,889 2,006 2,015 2,011

単独世帯

（比率）
387

28.5%
498

30.7%
601

31.8%
668

33.3%
701

34.8%
730

36.3%

夫婦のみ世帯

（比率）
465

34.3%
540

33.3%
621

32.9%
651

32.5%
645

32.0%
633

31.5%

（注）単独世帯・夫婦のみ世帯に付記してある比率は、「世帯主が65歳以上の世帯」に占める割合

（出典）日本の世帯数の将来推計(全国推計) 2013年１月推計 〔国立社会保障・人口問題研究所〕

※2010年国勢調査に調整を加えて行った推計値。

（万世帯）
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高齢者の世帯形態の推移と将来推計（65歳以上）
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出典：総務省「国勢調査」､ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（２０１３年１月）」、
「日本の将来推計人口（平成２４年１月）」
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○「一人暮らし高齢者数」は、男性・女性ともに増え続けている。
○「一人暮らし高齢者数」の増加は、高齢者人口の増加率を上回っている。
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○「一人暮らし高齢者数」は、男性・女性ともに増え続けている。
○「一人暮らし高齢者数」の増加は、高齢者人口の増加率を上回っている。

出典：総務省「国勢調査」､ 国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（２０１３年１月）」、
「日本の将来推計人口（平成２４年１月）」
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認知症高齢者の状況と将来推計

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数
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（単位：万人）

「認知症高齢者の日常生活自立度」Ⅱ以上の高齢者数

出典：「認知症施策推進５か年計画（オレンジプラン）」,平成24年9月公表の数値をグラフ化

平成22年9月末現在

合計280万人

○要介護認定データによる認知症高齢者数は、平成22年9月末で280万人であった。
○2020年には、認知症高齢者が400万人を超えると推計されている。

日常生活自立度Ⅱ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の
困難さが多少見られても、誰かが注意すれば自立できる状態
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資料： 国際連合人口部

２０１０→２０４０年の人口の変化
生産年齢人口増減と老年人口増減
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藻谷委員 提供資料
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第2回検討会 高橋泰教授 提出資料
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第2回検討会 高橋泰教授 提出資料
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２．都市部の地域特性



単位：（人/km2）
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※都市部6都府県・・・埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府。

全国 77人/km2

都道府県別 ６５歳以上の人口密度

※平成22年 国勢調査（総務省統計局） 統計表を基に厚労省老健局作成
各都道府県の65歳以上人口密度（人/㎢）=６５歳以上人口（人）/面積（㎢）

○ 65歳以上人口の人口密度は、全国77人/km2に対して、東京都1,208人/km2、大阪府1,034人/km2、神奈川県
753人/km2、埼玉県386人/km2、愛知県289人/km2、千葉県256人/km2となっている。東京都特別区に限って
は2,850人/km2であり全国の37倍程度と極めて高くなっている。
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都道府県庁所在地の住宅地平均価格

（単位：万円/㎡）

○ 都市部は地価が高い。平成25年地価公示における都道府県庁所在地の住宅地平均価格は、東京都特別
区約47万8千円/㎡、横浜市約22万7千円/㎡、大阪市約20万5千円/㎡が全国の上位3位を占めており、さいた
ま市約17万3千円/㎡、名古屋市約15万6千円/㎡、千葉市約11万3千円/㎡となっている。

出典：国土交通省 平成２５年地価公示
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都市部における交通インフラの充実①

○ 三大都市圏においては鉄道やバスが発達しており、公共交通インフラが充実している。

※三大都市圏（調査対象都市）・・・千葉市、東京区部、横浜市、
川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、所沢市、松戸市、
堺市、奈良市、岐阜市、春日井市、宇治市

出典：国土交通省「都市における人の動き-平成22年全国都市交通特性調査集計結果から-」

※地方都市圏（調査対象都市）・・・札幌市、仙台市、広島市、北
九州市、福岡市、塩竃市、呉市、宇都宮市、金沢市、静岡市、熊
本市、鹿児島市、弘前市、盛岡市、郡山市、松江市、徳島市、高
知市、山梨市、海南市、安来市、南国市、湯沢市、上越市、今治
市、人吉市

＜代表交通手段分担率（％）＞
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都市部における交通インフラの充実②

○ 三大都市圏の中でも、中心都市になるほど鉄道とバスの代表交通手段分担率が高く、
公共交通インフラが整備されている。

出典：国土交通省「都市における人の動き-平成22年全国都市交通特性調査集計結果から-」

※中心都市（調査対象都市）・・・千葉市、東京区部、横浜市、川
崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市

＜代表交通手段分担率（％）＞
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出典：平成２４年度 首都圏整備に関する年次報告（国土交通省）

首都圏における鉄道網の状況

○ 首都圏においては鉄道網が発達しており、地方部に比べ駅がきめ細かく整備されている。
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（出典） 平成20年住宅・土地統計調査26

○ 総住宅数は、全国で5,759万戸に対し、東京都が全国で最も多く678万戸、大阪府435万戸、神
奈川県407万戸、愛知県313万戸、埼玉県303万戸、千葉県272万戸となっている。



都道府県別・持家率の状況（平成20年）
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持家率 65歳以上の持家率

出典：総務省統計局「平成20年度 住宅・土地統計調査」

全国平均： ％全国平均：66.8％

全国平均： ％全国平均：51.5％

○ 持家率は、全国平均51.5％に対し、埼玉県54.3％、千葉県54.0％と全国平均を上回っている一
方で、愛知県48.8％、神奈川県46.4％、大阪府41.5％と全国平均を下回っており、特に東京都は
31.6％（東京都特別区に限ってみれば28.2％）と大きく全国平均を下回っている。
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出典：総務省 住宅・土地統計調査（平成20年） 28

空家率
全国平均
13.1%

都道府県別 空家の状況（平成20年度）
○ 住宅総数に対する空家率は、平成20年度現在で全国平均13.1％となっているが、大阪府 14.4％、千葉県13.1％と全国平均を

上回り、東京都11.1％、愛知県11.0％、埼玉県10.7％、神奈川県10.5％という状況になっている。
○ 空家数で見ると、東京都75.0万戸、大阪府62.5万戸、神奈川県42.9万戸、千葉県35.6万戸、愛知県34.4万戸、埼玉県32.3万

戸と相当数の空家が存在する。



住宅地年齢 開発 ⇒10年 ⇒20年 ⇒30年 ⇒40年 ⇒50年････世代交代

義務教育期 高等教育期 熟年期 引退期 老後
(虚弱)期

世帯主年齢 35歳 ⇒45歳 ⇒55歳 ⇒65歳 ⇒75歳 ⇒85歳････世代交代

住宅地のライフサイクル

戦前の市街地

S60(85)年代～

S50(75)年代～

S40(65)年代～

S30(55)年代～

S60(85)年代～

S50(75)年代～

S40(65)年代～

S30(55)年代～

‘95頃
世代交代

‘05頃
‘15頃

‘25頃
‘35頃

都心
＜超高層住宅＞23区内

＜マンション＞
23区内

＜マンション＞

‘05頃

‘35頃
‘15頃 ‘25頃

郊外へ←都市の拡大→郊外へ
（’60年代～90年代前半）

郊外の世代交代
（開発順）

世代交代完了
（’95年～’05年） 郊外の世代交代

（開発順）

人口減
（需要減）

人口減
（需要減）

現時点での「高齢者」の居住地：S40～50年代開発住宅地

第３回検討会 園田教授 提出資料
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八王子市域の開発年別住宅地マップ 1km、2kmを示したもの

第３回検討会 園田教授 提出資料
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都道府県別 65歳以上の高齢者向け施設・住まいの整備状況

31
・特養・老健・介護療養型 25.5審査分 介護給付費実態調査
・養護・軽費老人ホーム 23.10.1 社会福祉施設等調査
・有料老人ホーム 24.7.1 老健局高齢者支援課調べ
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（定員数）

有料老人ホーム

（定員数）

軽費老人ホーム

（定員数）

養護老人ホーム

（定員数）

介護療養型医療施設

（病床数）

老人保健施設

（定員）

特別養護老人ホーム

（定員）

全国平均：5.64％

・認知症高齢者グループホーム 25.5審査分 介護給付費実態調査
・サービス付き高齢者向け住宅 25.6.30 サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム

○ 介護保険施設（特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護療養病床）の整備状況は、65歳以上の高齢者人口に対する整備率が都市部6
都府県平均で2.59％となっており、全国平均3.12％を下回っている状況にある。

○ 介護保険施設に、サービス付き高齢者向け住宅、認知症高齢者グループホーム、有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホームを加えた
整備状況は、65歳以上の高齢者人口に対する整備率が都市部6都府県平均で5.19％と、全国平均5.92％を下回っている状況にある。要介護2か
ら5の高齢者数に対する施設・居住系サービスの利用者数の割合は、東京都、大阪府、神奈川県で低くなっている。



要介護２から５の高齢者数に対する施設・居住系サービスの利用者数の割合

全国平均
37%

○ 要介護２から５の高齢者の中で、施設･居住系サービス（※）利用者の割合は
東京、大阪、神奈川、京都など大都市部において低い。

※ 特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム、介護専用型特定施設、介護療養型医療
施設

出典：第３期（平成18～20年度）市町村介護保険事業計画及び都道府県介護保険事業支援計画における介護給付等
サービス量の見込みと実績の比較について

（注）介護専用型特定施設とは・・・特定施設のうち、入居者が原則として、要介護者と配偶者に限られている施設。 32
平成21年3月時点
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※「平成22年国勢調査（総務省統計局）都道府県・市区町村別主要統計表（平成22年）」を基に老健局作成
３世代世帯の割合（%）＝３世代世帯数／一般世帯数×100

都道府県別 ３世代世帯の割合

全国７．１％

○ 三世代世帯の割合については、全国平均の7.1％に対し、愛知県7.4％と全国平均を上回っている一方で、
千葉県5.9％、埼玉県5.8％、神奈川県3.7％、大阪府3.6％と全国平均を下回っており、特に東京都は2.3％
（全国最小）と大きく全国平均を下回っている。
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（出典） 都道府県・市区町村別統計表（国勢調査）

(人)
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○ 一般世帯の１世帯当たりの世帯人員は、全国平均の2.42人に対し、埼玉県2.50人、愛知県2.49人、千葉県
2.44人と全国平均を上回っている一方で、神奈川県2.33人、大阪府2.28人と全国平均を下回っており、特に
東京都は2.03人（全国最小）と大きく全国平均を下回っている。
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出典：平成22年国勢調査（総務省統計局） 35

○ 第三次産業就業者の割合については、全国平均の63.4％に対し、東京都82.0％、神奈川県76.5％、千葉県
76.4％、大阪府74,7％、埼玉県72.9％、愛知県64.1％と全国平均より高い傾向にある。
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○ 地域でのつきあいの程度は、全国では「よく付き合っている」「ある程度付き合っている」
を合わせた割合が約７割であるのに対し、東京都区部では６割に満たない。

○ 「あまり付き合っていない」「全く付き合っていない」を合わせた割合は全国で約３割である
のに対し、東京都区部では４割を超えている。

出典：内閣府 平成２３年度 社会意識に関する世論調査

※東京都区部･･･東京都２３区



都市部における買い物困難者の問題

○ 生鮮食料品販売店舗まで500m以上で自動車を持たない65歳高齢者人口は380万人、
そのうち、三大都市圏に居住するのは160万人と推計。
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都道府県別 企業数（平成２２年度）

※中小企業白書（２０１１年版）より老健局作成 企業数=会社数+個人事業所（単独事業所及び本所・本社・本店）

（単位：社）
○ 全国約420万企業のうち、東京都約49万企業、大阪府約33万企業、愛知県約24万企業、神奈川県約22万

企業、埼玉県約19万企業、千葉県約14万企業となっており、都市部6都府県で全国の4割程度を占めている。
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都道府県別 県内総生産（平成２２年度）

（単位：兆円）

出典：内閣府 県民経済計算

○ 県内総生産については、都市部6都府県が上位6都道府県を占めており、大阪府約36兆円、愛知県約31
兆円、神奈川県約30兆円、埼玉県約20兆円、千葉県約19兆円となっており、特に東京都では約91兆円と最

も大きくなっている。


